
環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律の施行事務処理要綱（埼玉県） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」（平成１５年法律第

１３０号。以下「法」という。）、「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律施行規則」

（平成１６年文部科学省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省令第１号。以下「規則」

という。）及び「環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育並びに協働取組の推進に関す

る基本的な方針」（平成 24 年 6 月閣議決定。以下「基本方針」という）に基づき、体験の機会の

場の認定に関して、必要な事項を定めるものとする。 

 

（体験の機会の場の認定の申請の添付書類） 

第２条 法第２０条第３項の認定に係る申請書に添付する書類は、別表の１に掲げる書類とする。 

 

（認定等の通知） 

第３条 法第２０条第６項の認定決定通知書の様式は、様式第１号のとおりとし、知事は、当該認

定の日から起算して５年を超えない範囲内において有効期間を定め、遅滞なく、当該申請者に通

知するものとする。 

２ 前項の認定にあたり、知事は必要に応じて、現地調査を実施することができるものとする。 

３ 法第２０条第７項の規定に基づき、知事は認定をしないときは、様式第２号により、その旨を

遅滞なく、当該申請者に通知するものとする。 

４ 知事は、認定をしたときは、インターネットの利用により、法第２０条第３項各号に掲げる事

項について周知するものとする。 

 

（認定の有効期間更新の申請）  

第４条 認定を受けた体験の機会の場（以下「認定体験の機会の場」という。）を提供する個人、民

間団体等（以下「認定民間団体等」という。）は、法第２０条の２第２項の認定体験の機会の場の

更新申請書に、別表の１に掲げる提出書類を添付の上、有効期間満了日の３０日前までに知事に

提出するものとする。 

２ 前項の認定には、第３条の規定を準用する。 

 

（状況報告） 

第５条 法第２０条の４第１項の報告書の様式は、様式第３号のとおりとし、認定民間団体等は、

別表の２に掲げる書類を添付の上、事業年度終了後３０日以内に知事に運営状況を報告するもの

とする。 

 

（認定の取消し） 

第６条 法第２０条の６第１項の規定に基づき認定を取り消したときは、知事は、様式 

第４号により、当該認定の取消しを受けた者に通知するものとする。 



 

（書類の整備等） 

第７条 認定民間団体等は、体験の機会の場に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、か

つ、当該収入及び支出等について証拠書類を整理保管するものとする。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該認定の有効期間の満了日の属する会計年度の翌会計

年度から５年間保管するものとする。 

 

（その他） 

第８条 この要綱の実施について必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は平成２４年１０月１日から施行する。 

   附  則 

（施行期日） 

 １ この要綱は平成２５年 １月２２日から施行する。 

（経過措置） 

 ２ この要綱の施行の際、現に改正前の環境教育等による環境保全の取組の促進に関 

する法律の施行事務処理要綱（以下、「旧要綱」という。）の規定により、知事に 

対してされている申請その他の行為は、改正後の環境教育等による環境保全の取 

組の促進に関する法律の施行事務処理要綱（以下、「新要綱」という。）に基づい 

て、知事に対してされた申請その他の行為とみなす。 

 ３ 旧要綱の規定により知事がした認定その他の行為は、改正後の要綱の相当規定に 

基づいて知事がした認定その他の行為とみなす。 

   附  則 

この要綱は平成３１年４月１日から施行する。 

     附  則 

この要綱は令和２年１２月２８日から施行する。 

 

 

 

 

 

  



【別  表】 

１ 申請及び更新に添付する書類 

 

添付書類の種類 書類名 

（１）申請者が個人である場合は、その住民票の

写し 

■住民票の写し（申請日前６か月以内のもの） 

（２）申請者が法人その他の団体である場合は、

その定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書

又はこれらに準ずるもの 

■株式会社、社団法人、ＮＰＯ法人等の定款があ

る場合は、定款及び登記事項証明書（登記事項証

明書については申請日前６か月以内に法務局で

発行されたもの） 

■財団法人については、寄附行為及び登記事項証

明書（登記事項証明書について申請日前６か月以

内に法務局で発行されたもの） 

■法人格を持たない任意の団体の場合は、団体に

関する基本的な事項が記載されているもので次

に掲げる事項を含むもの 

 ・団体名 

 ・団体の連絡先（電話番号、住所等） 

 ・代表者の氏名及び住所等 

 ・団体の目的 

 ・団体が実施している事業や活動等の概要 

 ・役員がいる場合は、役員に関する事項 

 ・当該書類の策定日、改訂日等 

（３）申請者が法第２０条第４項各号の規定に該

当しないことを説明した書面 

（認定の取り消し日から２年を経過しない者） 

■欠格事項に該当しない旨の申出書（別紙１） 

（４）申請の日の属する事業年度の直前の事業年

度における認定の申請に係る体験の機会の場で

行う事業の実績を記載した書類 

■事業実績報告書（別紙２） 

■収支決算書（様式任意） 

（５）申請の日の属する事業年度及び翌事業年度

における事業計画書及び収支予算書 

■事業計画書（別紙３） 

■収支予算書（別紙４） 

（６）認定の申請に係る体験の機会の場で行う事

業の参加者及び実施者の安全の確保を図るため

の措置（当該事業に係る土地又は建物の管理に関

する事項を含む）について記載した書類 

■「体験の機会の場」における安全の確保を図る

措置（別紙５） 

■「体験の機会の場」における土地・建物の管理

状況（別紙６） 



（７）認定の申請に係る体験の機会の場で行う事

業について知識及び経験を有する者の確保の状

況その他の業務の実施体制について記載した書

類 

■「体験の機会の場」の事業に従事する者の経験

及び他の業務の実施体制（別紙７） 

（８）認定の申請に係る体験の機会の場で行う事

業の参加に要する費用の額及び当該事業の参加

定員に関する事項を記載した書類 

■参加費用及び定員に関する事項（別紙３に含

む） 

（９）認定の申請に係る土地又は建物の位置を示

す地図及び当該土地若しくは建物の登記事項証

明書又はこれに準ずるもの 

■当該地の土地公図（申請日前６か月以内に法務

局で発行されたもの） 

■当該地及び建物の登記事項証明書（申請日前６

か月以内に法務局で発行されたもの） 

■申請者が当該地の所有権を有しない場合は、使

用する権利を有することを証する書類の写し 

■申請者が当該建物の所有権を有しない場合は、

使用する権利を有することを証する書類の写し 

 

（10）認定の申請に係る体験の機会の場において

環境保全の意欲の増進に関する事業を実施する

ことについての当該事業の実施者の同意書 

■実施者の同意書（別紙８） 

※ただし、申請者が環境教育等を実施しておら

ず、土地所有者である場合のみ必要 

（11）その他参考となるべき事項を記載した書類  

 

２ 運営の状況の報告（毎年）に添付する提出書類 

 

添付書類の種類 書類名 

（１）前年度における認定に係る体験の機会の場

で行う事業の実施の状況を記載した書類 

■前年度の事業計画書（別紙３） 

■体験の機会の場認定事業状況報告書（別紙９） 

■安全確保のための取組実績（任意様式） 

■スタッフに対する安全事前講習会の実施状況

（任意様式） 

 

 

（２）（１）の事業に係る収支決算 

 

 

 

■前年度の収支決算書（様式任意） 

 



 

 

様式第１号（第３条関係） 

 

 

体験の機会の場の認定通知書 

 

第     号 

  年  月  日 

 

 

             様 

 

埼玉県知事        印 

 

 

  年  月  日付けで申請のあった体験の機会の場について、環境教育等による環境保全の

取組の促進に関する法律第２０条第１項の規定に基づき次のとおり認定します。 

 

 

 

 

１ 体験の機会の場の名称及び所在地 

 

 

 

 

 

２ 認定の有効期間 

     年  月  日から    年  月  日まで 



 

 

様式第２号（第３条関係） 

 

 

体験の機会の場の認定について 

 

第     号 

  年  月  日 

 

 

             様 

 

埼玉県知事        印 

 

 

    年  月  日付けで申請のあった体験の機会の場について、環境教育等による環境保

全の取組の促進に関する法律第２０条第７項の規定に基づき、同条第１項各号に掲げる要件に適合

しないことを通知します。 

記 

 

氏名及び名称並びに住所並び

に法人その他の団体にあって

は代表者の氏名 

 

体験の機会の場の名称及び所

在地 

 

理  由 

 

 

教 示 

 

１ 審査請求について  

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３

か月以内に、埼玉県知事に対して審査請求をすることができます。  

ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この処

分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。  



 

 

２ 取消訴訟について  

この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、

当該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内に、埼玉

県を被告として提起しなければなりません。この場合、当該訴訟において埼玉県を代表する者

は、埼玉県知事です。  

ただし、この処分があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対す

る裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日（１

の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決の日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

様式第３号（第５条関係） 

 

体験の機会の場認定事業 状況報告書 

 

   年  月   日 

 

 埼 玉 県 知 事 

 

     氏名               

申請者                           

     住所 

 

 

 環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第２０条の４第１項の規定により、関係書

類を添え、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 体験の機会の場の名称及び所在地 

 

 

２ 認定事業の実施期間 

 

 

３ 添付書類 

（１）認定に係る体験の機会の場で行う事業の実施状況 

 

（２）（１）に係る収支状況 

 

（３）その他事業に関する資料 

 

備 考 

１ ※の欄には記載しないこと。 

２ 申請者が法人その他の団体にあっては、「氏名」については、法人その他の団体の名称及び代表者 

の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。  



 

 

様式第４号（第６条関係） 

 

体験の機会の場の認定取消通知書 

 

第     号 

  年  月  日 

  

            様 

 

埼玉県知事        印 

 

 

   年  月  日付けで認定した体験の機会の場について、環境教育等による環境保全の取

組の促進に関する法律第２０条の６第１項の規定に基づき下記のとおり認定を取り消しましたので

通知します。 

 

 

記 

 

１  体験の機会の場の名称及び所在地 

 

 

 

２  取消日 

       年  月  日 

 

 

 

３  取消しの理由 

 

 

 

教 示 

１ 審査請求について 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月

以内に、埼玉県知事に対して審査請求をすることができます。 

ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この処分の

日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。 



 

 

２ 取消訴訟について 

この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、当該

審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内に、埼玉県を被告

として提起しなければなりません。この場合、当該訴訟において埼玉県を代表する者は、埼玉県知

事です。 

ただし、この処分があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁

決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日（１の審査

請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決の日）の翌日から起算して１年を経過したときは、

処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 

 

 

  



 

 

別紙１（第２条関係） 

 

欠格事項に該当しない旨の申出書 

  

                                                                年  月  日 

 埼玉県知事  

                         

 

                        申請者 

 

 

氏名 

 

住所 

 

 

  

  

  

記 

 

 申請者は（※）、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律第２０条第４項各号

に規定する欠格事項には該当しないことを申し出ます。 

 

 

 

  

備 考 

１  ※の「申請者は」は、「私は」、「当団体は」、「当社は」等と記載する。 

２ 申請者が法人その他の団体の場合にあっては、「氏名」については、法人その他の団体の名称 

及び代表者の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること 

法第２０条第４項 

※次の各号のいずれかに該当する者は、認定の申請をすることができない。 

一 第２０条の６第１項の規定により認定を取り消され、その取消しの日から二年を経過

しない者 

二 法人その他の団体であって、その役員（法人でない団体にあっては、その代表者）の

うちに前号に該当する者があるもの 



 

 

別紙２（第２条関係） 申請の属する事業年度の直前の事業年度の事業実績報告書 

 

（１） 申請の属する事業年度の直前の事業年度における認定に係わる体験の機会の場で行う事 

   業の実施状況 

事業年度 ○○年度 

体験の機会の場で行った

事業の内容 
事業の実施場所 所要時間 実施回数 

事業の対象者及び 

参加者数 

    対象者については、 

どのような者を対象と

したかを記載する。 

（例えば、「１８歳以

上」） 

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙３（第２条関係） 

                                   年度事業計画書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考 

※１ 正当な事由がある場合を除いて、国籍や信条、所属団体等を理由として、当該事業の参加者や 

参加条件や参加者への対応について不当な差別を行う場合は、認定の対象となりません。 

※２ 「対象者及び募集人数」の項目については、参加費用についても記載すること。 

 

体験の機会の場で行う 

事業の内容 

事業の 

実施場所 
所要時間 実施回数 

事業の対象者 

及び参加定員

数 

参加費用 

      

      

      



 

 

別紙４（第２条関係） 

  年度収支予算書 

      （単位：円） 

 

収  入（※１） 

 

支  出（※２） 

 

項 目 

 

収 入 額 

 

項 目 

 

支 出 額 

 

       

      

               

  

 

 

 

合計 A         円 

 

合計 B         円 

 

 

Ａ＞Ｂの場合の剰余金

の使途について 

（※３） 

 

 

  

備 考 

※１ 手数料、助成金等を記載する。また、事業主からの持ち出し金があれば、それについても記載 

する。 

※２ 講師謝金、教材開発、場所代、人件費、庶務費等、本事業を実施するためにかかる費用を記載 

する。 

※３ 手数料、助成金等による収入が、総支出を上回った場合の使途について記載する。例えば、「次 

年度の事業への繰り越し」、「○○購入のために積み立てる」などと記載する。 

 



 

 

別紙５（第２条関係） 

「体験の機会の場」における安全の確保を図る措置 

 安全管理責任者 （職名・氏名） 

参加者

及び実

施者の

安全管

理体制 

（１）安全確保のための計画策定状況（該当箇所に○を付けてください） 

・策定している→策定された計画を添付してください。 

・策定していない→以下を記載してください。 

 ＊緊急時の対応及び策定予定（策定時期・内容等） 

（２）安全確保のためのマニュアル策定状況（該当箇所に○を付けてください） 

・策定している→策定されたマニュアルを添付してください。 

・策定していない→以下を記載してください。 

 ＊参加者の危険回避のための安全対策及び今後の策定予定（策定時期・内容等） 

＊安全管理体制を確保するために実施しているスタッフへの事前講習の内容や回数等につ

いて記載してください。 

危険個

所の周

知につ

いて 

＊危険個所がある場合は、危険表示の対応及び参加者への周知方法について記載してくだ

さい。危険個所の図面及び表示が分かる写真を添付してください。 

事故発

生時の

対応に

ついて 

＊事故発生時に備えて加入している施設賠償責任保険やレクリエーション保険への加入状

況等について記載してください。保険等に加入している場合は、証書の写しを添付してく

ださい。 



 

 

 

別紙６（第２条関係） 

「体験の機会の場」における土地・建物の管理状況 

土地・建

物の安

全点検

につい

て 

（１）安全点検実施状況（該当箇所に○を付けてください） 

・定期的に実施している（土地・建物） 

 ＊施設、付属設備、備品等の保守管理、メンテナンスの方法等を記載してください

（点検、整備等の状況） 

・実施していない（土地・建物）→今後の実施予定を記載してください。 

 

 ＊実施開始時期・内容等 

付属設

備の安

全対策

につい

て 

＊土地・建物の付属設備に不具合が生じた場合の維持補修等の計画及び補修状況について

記載してください。 

土地・建

物の管

理につ

いて 

＊事業が行われる建物や土地及び土地内の工作物について、法令で規定している基準等を

遵守していない事項があれば記載してください。当該事項についての改善計画（改善時期・

改善方法）を記載してください。 

  



 

 

別紙７（第２条関係） 

「体験の機会の場」の事業に従事する者の経験及び他の業務の実施体制 

◎従事者に関する事項 

番

号 

体験の機会の

場で行う事業

に従事する者

の氏名 

役割 
知識及び経験に関する説明 

（※１） 

経験等の有

無 

（※２） 

指導方法 

（※３） 

１ ○○○○ 全体統括 

○年 

○年～○年 

 

○○大学○○科卒業 

○○事業のプログラム実

施 

 

◎ 

 

２ ×××× 会計、経理 
○年 ○○資格の取得 

○ 
 

３ △△△△ プログラム実施 
○年 ○○事業のプログラム実

施 
◎ 

 

４ □□□□ プログラム実施補助 
  

× 
（例えば「番号３の者の指導の

下実施する」） 

５   
  

 
 

備考 

※１ 体験の機会の場で行う事業に関係する経験や学歴等を記載する。※２の分類の根拠がわかるように記載する。支援事業と無関係の学歴、

職歴、経験は記載不要。 

※２ 施行規則第８条第１項第６号の「認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業に一年以上従事した経験を有する者若しくはこれと同等

以上の知識及び技能を有する者」に該当するかどうか、以下の分類で記載する。 

   ◎ 施行規則第８条第１項第６号に規定する者の場合 

   ○ 施行規則第８条第１項第６号に規定する「これと同等以上の知識及び技能を有する者」に該当する場合 

   × ◎及び○以外の者の場合 

※３ ※２が「×」の場合、施行規則第８条第１項第６号の「指導の下に適切に行われるもの」に相当する指導の方法を記載する。 

 

 

 



 

 

別紙８（第２条関係） 

 

同意書 

   

   

年  月  日 

○○○○（申請者） 殿 

 

                        

 

 

 

 

 

 下記のとおり、認定の申請に係る体験の機会の場において環境保全の意欲の増進に関する事

業を実施することについて同意します。 

 
体験の機会の場の名称及

び所在地 
  

 
体験の機会の場で行う事

業の内容 
  

 

体験の機会の場で行う事

業の対象となる者の範囲 
 

 

体験の機会の場で行う事

業のために当該体験の機

会の場を提供する期間 

      

年 
月   日から   月   日まで 

   

    

   

 

 

 
                    氏名 

               事業実施者                      

                     住所 

 

 

 

 

 

備 考 

１ 同意者が法人その他の団体の場合にあっては、「氏名」については、法人その他の団体名称及び代表 

  者の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載すること。 

 

 

 



 

 

別紙９（第５条関係） 

 

体験の機会の場認定事業 状況報告書 

（１） 前年度における認定に係る体験の機会の場で行う事業の実施状況 

 ※事業として複数のプログラム等を実施している場合は、それぞれの種類ごとに記載する。 

体験の機会の場の名称  

No. 事業の内容・目的 実施期間 実施回数 参加に要する費用 参加者数 

１ 

     

２ 

     

３ 

     



 

 

（２）（１）の事業に係る収支決算 

【収入】 

科 目 予算額 決算額 比較増減 備考 

     

計     

 

【支出】 

科 目 予算額 決算額 比較増減 備考 

     

計     

 

 

備 考 

１ 申請者が法人その他の団体の場合にあっては、「氏名」については、法人その他の団体 

の名称及び代表者の氏名を記載し、「住所」については、主たる事務所の所在地を記載 

すること。 

２ 各欄は必要に応じて適宜大きさを変えて差し支えないこと。 

３ 事業内容の分かる写真、パンフレット、チラシ等関係資料を添付すること。 

４ 収支決算についてはなるべく具体的に記述し、必要に応じて詳細の分かる資料を添付 

すること。 

５ 様式の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

 

 



 

 

（３）（１）について、参加者又は実施者の生命又は身体について被害が発生した事故の有無並びに当

該事故があるときはその内容及び再発を防止するために講じた措置 

（※該当がない場合は、該当ない旨記載） 

No. 事業名 事故の内容（時期等） 再発を防止するために講じた措置 

    

 


